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第14次5ヵ年計画と日系企業の対中進出
～コロナ期を振り返る～

北京市大地法律事務所

シニアパートナー 熊 琳
2021年1月28日

主催：NICE2021「2ndステージ」

本日のポイント：

・第14次5ヵ年計画と2035年目標 ――「双循環」が経済政策の柱に

・2020年の政策の変化 ―― コロナ支援から安定化政策へ

・日系企業の動向 ―― 対中進出は継続、市場の大きさと人材の豊富さが決め手
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【五中全会の様子】 出所：新華社

 中国共産党第19期五中全会が2020年10月26日～29日に北京で開催され、「国民経済と社会発展の第14次5ヵ
年計画制定並びに2035年長期目標に関する中国共産党中央委員会の建議」が可決され、「質と効率を著し
く向上させることを前提とした持続可能な経済成長」が目標として掲げられた。

1. 第14次5ヵ年計画と2035年目標 ――「双循環」が経済政策の柱に

習近平国家主席「国家中長期経済社会発展

戦略の若干重大問題」（11月1日付『求是』）

「内需拡大戦略を断固として実行

し、生産、配分、流通、消費の各

段階を国内市場の良好的な循環

に依存させる。国内の循環が順

調になればなるほど、「双循環」

の形成に有利になる。」
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2. 2020年の政策の変化――コロナ支援+安定化へ

 2020年上半期は新型COVID-19ウイルスの蔓延により、コロナ支援策を中心に刺激策を展開。金融、財政、交
通物流、国際貿易、外国投資関係のあらゆる面で流動性供給/規制緩和を推進。

 一方で、下半期には刺激を縮小し、政策の安定化を模索し始める。

 質と効率を著しく向上させることを
前提とした持続可能な経済成長を目
指す

 積極的な財政政策＋穏健な金融政策、
「有効」と「適度」の協調

 内需主導の「双循環」、外部環境に
よる影響を最小限に、「まず自分の
ことをきちんとこなせる」

 発展の質・効率・原動力を改め、供
給側構造改革を堅持し、技術力・人
材力を生かし、サプライチェーンの
安全性と安定性を高める

 2035年の経済規模と所得水準を2020
年から倍増（2019年GDP=99兆元、1
人当たりの可処分所得=10,276ド
ル）

 中間層の規模を著しく拡大させ、全
力で「共同富裕（全人民が共に豊か
になる）」の達成に向けて努力し、
2035年までに「顕著で実質的な成
果」を出す

第14次5ヶ年計画（抜粋）

出所：各種報道
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3. 日系企業の動向――対中進出は、市場の大きさと人材の豊富さが決め手

 約30%の米国系企業が4月末時点で操業再開、
約40%の回答企業がこれまでの対中投資規模
を維持。（中国米国商会）

米国系企業

順

位
魅力ポイント 2013 2019

2013→

2019

1 市場規模成長性 85.8 91.1 5.3

2 納入先が集積 27.3 28.5 1.2

3 現地調達のしやすさ 19.1 20.9 1.8

4 安価な労働力 16.9 13.3 ▲3.6

5 インフラが充実 13.6 11.3 ▲2.3

6 コミュニケーションのし易さ 7.5 10.4 2.9

7 人材の質の高さ 5.4 10.3 4.9

8 技術力の高さ — 5.9 —

9 生活環境の良さ 4.5 4.5 0.0

10 不動産の入手のし易さ 2.9 4.4 1.5

欧州系企業

【表1】最近の日系企業対中進出の事例（資本金500万元以上の事業のみ） 【表2】日系企業にとっての中国の魅力

 新型コロナウイルスの影響により、2020年世界FDI総額は前年より5～15%減少し、2008年のリーマンショッ
ク以来最低になる見通し。（国連貿易開発会議、2020年3月）

 外資系企業の大規模な撤退は見られず、日系企業を中心に外資系企業の中国進出は継続。

出所：JETRO

出所：JETRO

 中国を「最重要投資先TOP3」として認識する
欧州系企業の比率は65%、中国事業の収益性
を楽観視する同比率は48%。ともに前年比3pt
アップ。（中国EU商会/2020年6月調査）

 大手自動車メーカーのWVは既に中国内22か所
の生産拠点を再開。今年度、中国で40億ユー
ロの新規投資を決定。うち、4割をEV関連の
R&Dへ投入予定。（観察者網）
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北京市大地法律事務所 日本部 代表弁護士
熊 琳 （クマ リン）

中国政法大学法学博士、青山学院大学法学修士。

中国法学会会員、北京市弁護士協会反不正競争・独占禁止委員会委員、

北京市弁護士協会専門委員会委員、北京市労働・社会保障法学会会員。

青島弁護士協会の企業M&A、公司法委員会委員、青島破産・清算委員会会員。

長期にわたり日本本社並びに現地法人を中心とする日系企業の進出・企業再編・持分譲渡・清算等による

撤退・M&A等を多く担当し、豊富な実績を有する。争議解決・労務・知的財産権・独占禁止法・反不正

競争・環境保護等にかかる案件に多数携わり、日本商工会議所、日中経済協会、日本経済産業省及び日本

貿易振興機構（JETRO）を含む多くの日系企業へリーガルサービスを提供。

また、 JETROやその他企業主催のセミナーにおいて講師を数多く務める傍ら、執筆活動（時事通信隔週

火曜日、「事例研究～中国ビジネス法務～」コーナーのコラム等）も行っている。

北京、青島、東京にて毎月１回無料面談会を実施しています。

(参加ご希望の方はメールにてご予約下さい)

 郵便番号：100025

 住 所：北京市朝陽区建国路89号

華貿中心15号楼505室

 電話番号：(86 10)6530－7711(代表)

(86 10)6530－7911（日本語直通）

 FAX 番号：(86 10)6530－7811

 郵便番号：266071

 住 所：青島市香港中路36号

招銀ビル1709室

 電話番号：(86 532)8667－8011

 FAX 番号：(86 532)8667－9009

北京事務所 （山東省）青島事務所 （東京）浅井・大地外国法共同事業法律事務所

 郵便番号：102-0094

 住 所：東京都千代田区紀尾井町3-19

紀尾井町コートビル402号室

 電話番号：03-3234-3838/6272-9201

 FAX 番号：03-3234-3836

ホームページ ：http：//www.aaalawfirm.com

熊琳直通Ｅメール：xionglin@aaalawfirm.com
(日本語で対応します。どんなお悩みでもお気軽にご相談下さい。）

弊所WeChat
公式アカウント
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ご清聴ありがとうございました !
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